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【届出の対象とした募集有価証券の種

類】

新株予約権証券

（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当 55,545,000円

新株予約権証券の発行価額の総額に新株予

約権の行使に際して払い込むべき金額の合

計額を合算した金額

5,137,545,000円

 

(注)　新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額は、すべ

ての新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定して算出

された金額です。行使価額が修正された場合には、新株予約権

証券の発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべ

き金額の合計額を合算した金額は増加又は減少します。また、

新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社

が取得した新株予約権を消却した場合には、新株予約権証券の

発行価額の総額に新株予約権の行使に際して払い込むべき金額

の合計額を合算した金額は減少します。

【安定操作に関する事項】 該当事項なし

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行新株予約権証券（第６回新株予約権証券）】

(1) 【募集の条件】

 

発行数 21,000個（新株予約権１個につき100株）

発行価額の総額 55,545,000円

発行価格
新株予約権１個につき2,645円（新株予約権の目的である株式１
株当たり26.45円）

申込手数料 該当事項はありません。

申込単位 １個

申込期間 平成27年１月30日（金）

申込証拠金 該当事項はありません。

申込取扱場所
東京都千代田区富士見二丁目14番37号
株式会社アイロムホールディングス 社長室

払込期日 平成27年１月30日（金）

割当日 平成27年１月30日（金）

払込取扱場所 株式会社みずほ銀行　飯田橋支店
 

(注) １．第三者割当により発行される株式会社アイロムホールディングス第６回新株予約権（以下、「本新株予約

権」といいます。）の発行は、平成27年１月14日（水）開催の当社取締役会決議に基づくものであります。

２．申込方法は、新株予約権買取契約（以下「本買取契約」といいます。）を締結するものとし、払込期日に上

記払込取扱場所へ発行価額の総額を払込むものとします。

３．割当日までに本買取契約を締結しない場合は、本新株予約権に係る割当は行われないこととなります。

４．本新株予約権の募集は第三者割当の方法によります。

 

(2) 【新株予約権の内容等】

 

当該行使価額修正条項付新株予約

権付社債券等の特質

１．本新株予約権の目的となる株式の総数は2,100,000株、割当株式数（別

欄「新株予約権の目的となる株式の数」欄第１項に定義する。以下同様

とする。）は100株で確定しており、株価の下落により行使価額（別欄

「新株予約権の行使時の払込金額」欄第２項に定義する。以下同様とす

る。）が修正されても変化しない（但し、別記「新株予約権の目的とな

る株式の数」欄に記載のとおり、調整されることがある。）。なお、株

価の上昇又は下落により行使価額が修正された場合、本新株予約権によ

る資金調達の額は増加又は減少する。

 ２．行使価額の修正基準：本欄第４項を条件に、行使価額は、各修正日の前

取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日

に終値がない場合には、その直前の終値）の92%に相当する金額の1円未

満の端数を切り捨てた金額に修正される。

「取引日」とは、東京証券取引所において売買立会が行われる日をい

う。但し、東京証券取引所において当社普通株式のあらゆる種類の取引

停止処分又は取引制限（一時的な取引制限も含む。）があった場合に

は、当該日は「取引日」にあたらないものとする。

「修正日」とは、各行使価額の修正につき、下記「６．本新株予約権の

行使請求の方法」に定める本新株予約権の各行使請求に係る通知を当社

が受領した日（但し、当該通知を当社が受領した時点において、東京証

券取引所におけるその日の売買立会が終了している場合は、その翌取引

日）をいう。
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 ３．行使価額の修正頻度：行使の際に本欄第２項に記載の行使請求の効力が

発生する都度、修正される。

４．行使価額の下限：行使価額は1,452円（但し、別欄「新株予約権の行使

時の払込金額」第４項による調整を受ける。）（以下「下限行使価額」

という。）を下回らないものとする。上記の計算によると修正後の行使

価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、行使価額は下限行使価額

とする

５．割当株式数の上限：本新株予約権の目的となる株式の総数は2,100,000

株（平成27年１月14日現在の発行済株式総数に対する割合は

20.58％）、割当株式数は100株で確定している。但し、別記「新株予約

権の目的となる株式の数」欄に記載のとおり、調整されることがある。

 ６．本新株予約権がすべて行使された場合の資金調達額の下限（本欄第４項

に記載の行使価額の下限にて本新株予約権がすべて行使された場合の資

金調達額）：3,049,200,000円（但し、本新株予約権は行使されない可

能性がある。）

７．本新株予約権には、当社の決定により本新株予約権の全部又は一部の取

得を可能とする条項が設けられている（詳細は、別欄「自己新株予約権

の取得の事由及び取得の条件」欄を参照）。

新株予約権の目的となる株式の種

類

当社普通株式

完全議決権株式であり、株主の権利に何ら制限のない株式である。

なお、単元株式数は100株である。

新株予約権の目的となる株式の数 １．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その総数は

2,100,000株とする（本新株予約権１個当たりの目的である株式の数

（以下、「割当株式数」といいます。）は100株とする。）。但し、本

欄第２項ないし第４項により、割当株式数が調整される場合には、本新

株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数に応じて調整され

るものとする。

 ２．当社が別欄「新株予約権の行使時の払込金額」欄の規定に従って行使価

額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整されるもの

とする。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとす

る。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、

別欄「新株予約権の行使時の払込金額」第４項に定める調整前行使価額

及び調整後行使価額とする。

調整後割当株式数 ＝
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額
 

 ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる別欄「新株予約権

の行使時の払込金額」第４項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整

に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

 ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始

日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにそ

の事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その

他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通

知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行

う。

新株予約権の行使時の払込金額 １．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額

は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。

２．本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式1株当たりの金銭

の額（以下「行使価額」という。）は、当初2,420円とする。但し、行

使価額は本欄第３項に定める修正及び第４項に定める調整を受ける。

 ３．行使価額の修正

(1) 本欄第３項第(2)号を条件に、行使価額は、各修正日の前取引日の東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値が

ない場合には、その直前の終値）の92%に相当する金額の1円未満の端

数を切り捨てた金額に修正される。
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 (2) 行使価額は1,452円（但し、本欄第４項による調整を受ける。）（以

下「下限行使価額」という。）を下回らないものとする。上記の計算

によると修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合、

行使価額は下限行使価額とする。

 ４．行使価額の調整

(1) 当社は、本新株予約権の割当日後、本欄第４項第(2)号に掲げる各事

由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じ

る可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額調整式」

といいます。）をもって行使価額を調整する。

 調整後

行使価額
＝
 調整前

行使価額
×

　既発行

普通株式数
＋

新発行・処

分普通

株式数

×
１株当たり

の払込金額

１株当たりの時価

既発行普通株式数 ＋ 新発行・処分普通株式

数
 

 (2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額

の適用時期については、次に定めるところによる。

① 本欄第４項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普

通株式を新たに発行し、又は当社の有する当社普通株式を処分する

場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請求権付株式

又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交付を請求でき

る権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分

割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除

く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合

はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とする。）

以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用

する。

② 株式分割により当社普通株式を発行する場合

調整後の行使価額は、当社普通株式の分割のための基準日の翌日以

降これを適用する。

 ③ 本欄第４項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普

通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は本欄第４項第(4)

号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む。）を発行又は付与する場合

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は

新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして行使価

額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場

合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これ

を適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準

日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予

約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに本欄第４項

第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付す

る場合

調整後行使価額は、取得日の翌日以降にこれを適用する。

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発

生が当該基準日以降の株主総会、取締役会その他当社の機関の承認

を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調整後行

使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場

合において、当該基準日の翌日から当該承認があった日までに本新

株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法

により、当社普通株式を追加的に交付する。

 

 株式数 ＝

（調整前行使

価額
－
調整後行使価

格）
×

調整前行使価額に

より当該期間内に

付された株式数

調整後行使価額
 

　　この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものと

する。
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 (3) 行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価

額との差額が１円未満にとどまる限りは、行使価額の調整はこれを行

わない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行

使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代え

て、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。
 

 (4) その他

① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出

し、小数第２位を四捨五入する。

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用さ

れる日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日（終値のない日数

を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終

値の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受

ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、また、かかる

基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月

前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において

当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。また、本欄第４

項第(2)号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発行・処分株

式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられ

る当社の普通株式数を含まないものとする。

 (5) 本欄第４項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次

に掲げる場合には、当社は必要な行使価額の調整を行う。

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併

のために行使価額の調整を必要とするとき。

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事

由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。

③ 行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由

に基づく調整後の行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、

他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日

の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにそ

の事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他

必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通

知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行

う。

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価額の総

額

5,137,545,000円

(注)　すべての新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定して算出さ

れた金額です。別記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第３項によ

り、行使価額が修正された場合には、上記株式の発行価額の総額は増

加又は減少します。また、新株予約権の権利行使期間内に行使が行わ

れない場合、新株予約権者がその権利を喪失した場合及び当社が取得

した新株予約権を消却した場合には、上記株式の発行価額の総額は減

少します。

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額

１．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、行

使請求に係る各本新株予約権の行使に際して出資される財産の総額に、

行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額を、別欄

「新株予約権の目的となる株式の数」記載の株式の数で除した額とす

る。

２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資

本準備金

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加す

る資本金の額は、会社計算規則第17条第１項の規定に従い算出される資

本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数

を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の

額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。

新株予約権の行使期間 平成27年１月30日（本新株予約権の払込完了以降）から平成29年１月29日ま

でとする。（但し、別欄「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」に

従って当社が本新株予約権の全部又は一部を取得する場合、当社が取得する

本新株予約権については、取得日の前日までとする。）
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新株予約権の行使請求の受付場

所、取次場所及び払込取扱場所

１．新株予約権の行使請求の受付場所

株式会社アイロムホールディングス　社長室

東京都千代田区富士見二丁目10番２号
 

 ２．新株予約権の行使請求の取次場所

該当事項はありません。

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所

株式会社みずほ銀行　飯田橋支店

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。

自己新株予約権の取得の事由及び

取得の条件

(1) 当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、

本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第273条及び第274条の規定

に従って15取引日前に通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日

に、本新株予約権1個当たり2,645円の価額で、本新株予約権者（当社を

除く。）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができ

る。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うも

のとする。本条項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社による本新

株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して

本新株予約権者が得たいかなる情報も、適用ある日本の法令において未

公開の重要情報又はインサイダー情報その他の同様な未公開情報を構成

しないよう、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しない

ものとする。

 (2) 当社は、当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）をする

場合、株式交換若しくは株式移転により他の会社の完全子会社となる場

合又は東京証券取引所において当社の普通株式が上場廃止とされる場

合、会社法第273条の規定に従って15取引日前に通知をしたうえで、当

社取締役会で定める取得日に、本新株予約権1個当たり2,645円の価額

で、本新株予約権者（当社を除く。）の保有する本新株予約権の全部を

取得する。本条項の他のいかなる規定にもかかわらず、当社による本新

株予約権者に対する本新株予約権の取得の通知は、かかる取得に関して

本新株予約権者が得たいかなる情報も、適用ある日本の法令において未

公開の重要情報又はインサイダー情報その他の同様な未公開情報を構成

しないよう、当社が当該取得について開示をしない限り効力を有しない

ものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 該当事項はありません。

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項

該当事項はありません。

 

(注) １．本新株予約権（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の発行により資金調達をしようとする理由

(1) 資金調達の目的及び理由

① 事業環境

　当社グループの主な取引先である製薬業界におきましては、少子高齢化に伴う医療費抑制策を反映した

公定薬価の引下げ及びジェネリック医薬品の普及等に伴い医薬品価格が下落傾向にある一方で、高齢化の

進行ならびに生活習慣病の増加等を背景に需要が増加し、緩やかな市場拡大が続いております。また、大

手製薬企業の中には、再生医療技術の実用化やアンメットメディカルニーズの高い疾病領域への進出の動

きがあることに加えて、国内市場の飽和を背景とした新興国地域における販売網の拡大ならびに海外企業

の買収による規模の拡大と研究開発力の強化が図られております。

　ＳＭＯ(治験施設支援機関)業界におきましても、製薬業界及び医療機関のニーズにこたえるため、治験

の効率化・迅速化に加え多様な疾患領域へのきめ細やかな対応や、企画提案に基づいた課題解決型のサー

ビスの提供が求められております。

 
② 新規事業の進展

　こうした状況において、当社グループは新薬開発のための治験支援事業であるＳＭＯ事業に注力する

中、医療に関わる新たな事業を展開しています。その新規事業としてはＣＲＯ分野と先端医療分野が中心

となります。

　まず、これまでのＳＭＯ事業での知見・実績をもとに、製薬企業をはじめ、大学やＡＲＯなどのニーズ

に対応して被験薬をヒトに対して世界で初めて投与する試験であるfirst in human（FIH）試験やモニタ

リング・データマネジメント業務等、医師主導治験・臨床研究等の包括的な開発支援のためＣＲＯ（開発

業務受託機関）事業分野へ事業の拡大を目指した基盤構築を進めています。アジア・オセアニア地域にお

いては臨床研究／臨床試験に関わる企業との戦略的パートナーシップを強化することにより、日系企業の

海外治験を強力に支援しています。
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　また先端医療分野では、治療用の遺伝子を特定の臓器・組織に運搬し、効果的に標的細胞内へ導入する

働きを持つ独自に開発したセンダイウイルスベクター（※１）技術を持つディナベック株式会社（（茨城

県つくば市大久保6 代表取締役会長 森 豊隆）　以下、「ディナベック」といいます。）において、、再

生医療・遺伝子治療に取り組んでいます。

　再生医療では、ディナベックが大日本住友製薬株式会社（大阪市中央区道修町2-6-8 代表取締役社長

多田 正世　以下、「大日本住友製薬」といいます。）に 眼疾患領域および神経系疾患領域において、セ

ンダイウイルスベクター技術を用いた臨床用iPS 細胞（※２）および分化させた細胞の作製、研究開発、

製造、販売等を行う実施権を許諾しました。またGMP（※３） 基準に適合したセンダイウイルスベクター

を作製し、提供しました。加えて京都大学iPS 細胞研究所（所在地：京都市、所長：山中 伸弥、以下、

「CiRA」といいます。）とディナベックは、iPS 細胞から簡便に創薬研究用疾患標的細胞を分化誘導する

方法を開発する共同研究を始めています。本共同研究では、ディナベックはiPS 細胞からの分化誘導に必

要な転写因子を搭載したセンダイウイルスベクターを作製し、またそのために必要なベクター改良を行い

ます。また今後は 、GMP基準に適合したベクター（以下、「GMPベクター」といいます。）を広く販売す

るとともに、臨床用iPS 細胞作製技術特許の実施許諾先への提供を見込んでいます。

　遺伝子治療では、国際エイズワクチン推進構想（米国ニューヨーク市　IAVI:International AIDS

Vaccine Initiative）によるエイズ予防ワクチンの第Ⅰ相臨床試験においてルワンダ、ケニア及び英国で

被験者への投与が完了し、抗エイズウイルス免疫能の亢進の有無の解析が行われています。本製剤は、わ

が国においてディナベック、国立感染症研究所（東京都新宿区戸山1-23-1 所 長 渡邉 治雄）および東京

大学医科学研究所（東京都港区白金台 4-6-1所長 清野 宏）が製剤化に向けた共同研究を行ってきたもの

です。また、ディナベックが研究開発をしてきた虚血肢治療製剤（開発コード：DVC1-0101）について

オーストラリアで臨床試験を開始します。がん樹状細胞増幅技術につきましても、技術導出先の株式会社

メディネット（神奈川県横浜市港北区新横浜2-3-12 代表取締役会長兼社長 木村 桂司、以下、「メディ

ネット」といいます。）との共同作業が進み、がんの免疫細胞治療の安全性を担保しながらより効果的な

治療の実現に向けて開発を進めております。メディネットが保有する樹状細胞の活性化・加工技術に、

ディナベックが保有する増幅技術を加えることで、より効果的な治療技術を患者様に提供することが可能

になります。

　

③ 今後の事業基盤強化　

　このような事業環境における新規事業の進展をさらに加速するため、当社グループは先端医療分野を中

心に次のような事業推進・基盤強化を行います。

まず、先端医療事業分野の再生医療において、当社グループはiPS細胞等作製のためのGMPベクター製造設

備を建設します。これは近年の再生医療研究の目覚ましい進歩とわが国における「薬事法等の一部を改正

する法律」並びに「再生医療等の安全性の確保等に関する法律」の制定・施行等を背景に、再生医療の早

期実現を目指すユーザーの方々からGMPベクターを用いた臨床開発を行いたいとの強いご要望にお応えす

るものです。またディナベックは研究開発を通じて免疫細胞治療に関する様々な治療技術及び患者様から

取得した樹状細胞を増幅する技術を保有しておりますが、これらの技術を用いた再生医療・細胞治療等向

けの自社研究開発・製造施設を建設するとともに製品開発を行います。

 次に、遺伝子治療において、遺伝子医薬品等の臨床試験を推進します。虚血肢治療製剤について既に非

臨床試験段階で有意な結果が得られており、これをもとにして当社グループの海外ネットワークを活用し

た国際共同開発を進めます。またエイズ予防ワクチンについて、このほど終了した第Ⅰ相臨床試験の結果

を受けて、次ステップの開発を進めます。

 さらには、グループ全体の強みをより発揮し、当社グループの事業を推進していく上で貴重な財産であ

る人材につきまして、その確保及び育成を強化するとともに、事業補完性の高い企業との資本提携（Ｍ＆

Ａ）を進めていきます。

 以上のような事業計画を迅速に実行するため、機動的且つ株主の利益に十分に配慮した資金調達が必要

であると判断し、今回の新株予約権の発行を決定いたしました。

　なお、当社は本新株予約権の発行と同時に、マッコーリー・バンク・リミテッド（以下「割当予定先」

といいます。）に対して、一定の前提条件の充足を条件として、総額５億円の無担保社債（詳細は下記第

２　売出要項　募集又は売出しに関する特別記載事項　を参照）を発行することを決議しています。

 
※１．センダイウイルスベクター

ベクターとは治療用の遺伝子を特定の臓器・組織に運搬し、効果的に標的細胞内へ導入する働きを持つ物

質のことです。その中でも、ディナベックが独自に開発した「センダイウイルスベクター」は、従来のベ

クターとは全く概念が異なる RNA を骨格とするもので、臨床研究や動物実験を通じ安全性の高さが確認

されている他、遺伝子医薬品やバイオ製品分野での利用に高い信頼性と実績を有しております。

 
※２．iPS 細胞

Induced Pluripotent Stem Cell（人工多能性幹細胞）のことであり、体細胞に特定の遺伝子を導入する

ことにより樹立される、ヒト等の動物のあらゆる組織、細胞に分化する能力を持つ幹細胞のことです。

 
※３．GMP
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Good Manufacturing Practice のことで、医薬品や医療機器の安全性を確保するために、製造設備とその

管理、品質管理、製造管理について製造業者が守らなくてはならないことを明確にした基準のことです。

厚生労働省による省令によりその基準が示されております。

 
(2) 資金調達方法の概要

　本件の資金調達は、当社が割当予定先に対し本新株予約権を割り当て、割当予定先による本新株予約権

の行使に伴って当社が資金を調達する仕組みとなっております。また、上記「（１）資金調達の目的及び

理由」に記載のとおり、本新株予約権の発行と同時に、割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミ

テッドに対して無担保社債（以下、「本社債」といいます。）を発行することで、本新株予約権の行使を

待たずに当社が一定の資金を調達する仕組みとなっております。本新株予約権の行使価額は平成27年１月

30日以降、上記「新株予約権の行使期間」欄に定める期間の満了日まで、行使価額は、各修正日の前取引

日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終

値）の92％に相当する金額の１円未満の端数を切り捨てた金額に修正されます。但し、上記の計算による

と修正後の行使価額が下限行使価額を下回ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額とします。

　本新株予約権が全て行使された場合の交付株式数は2,100,000株となり、当社の発行済株式総数

10,203,665株を分母とする希薄化率は20.58％となる見込みです。

 
(3) 資金調達方法の選択理由

　本スキームには下記「（４）資金調達方法の特徴」に記載の［メリット］及び［デメリット］がありま

すが、当社の資金需要や市場環境等を勘案しながら機動的に資金を調達することができ、既存株主の利益

への影響を抑えながら自己資本を増強することが可能であることから、下記「（４）資金調達方法の特

徴」に記載の［他の資金調達方法との比較］のとおり、他の資金調達方法と比較しても、本スキームによ

る資金調達方法が現時点において最適な選択であると判断し、これを採用することを決定しました。

 
(4) 資金調達方法の特徴

　本スキームには、以下のようなメリット及びデメリットがあります。

　なお、当社としては、以下に記載するように、本スキームのデメリットは主に当社普通株式の株価が低

迷した場合に予定した資金調達が実現できず、本新株予約権者が当社普通株式を市場で売却することが株

価の下落要因になることであると考えております。しかし、本スキームには、以下に記載するメリットが

あるほか、本社債の発行により５億円をアップフロントで調達でき、それにより、収益機会の拡大を実現

するとともに、財務基盤の安定に資するものと見込んでおります。

 
[メリット]

①最大交付株式数の限定

本新株予約権の目的である当社普通株式数は、2,100,000株で固定されており、最大交付株式数が限定

されております。そのため、行使価額が修正された場合であっても、将来の株価動向によって当初の見

込みを超える希薄化が生じるおそれはありません（但し、上記「新株予約権の目的となる株式の数」欄

に記載のとおり、調整されることがあります。）。

②取得条項による買入消却

将来的に本新株予約権による資金調達の必要性がなくなった場合、又はそれ以上の好条件での資金調達

方法が確保できた場合等には、当社の選択により、本新株予約権の払込期日の翌日以降、いつでも残存

する本新株予約権を上記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄記載の取得条項に従って取

得することが可能です。取得価額は発行価額と同額であり、追加的な費用負担は発生いたしません。

③行使請求の拒絶

当社は、本新株予約権の行使請求を拒絶し、割当予定先の本新株予約権の行使を停止すること（注１）

ができます。これによって当社は、株価が当初の行使価額を大幅に上回って上昇した場合には、割当予

定先による権利行使時期に一定の制限を課し、かつ、一定程度、権利行使のタイミングを選択すること

が可能になります。

（注１）行使請求拒否権

当社は、本新株予約権の行使期間中、割当予定先が本新株予約権を行使することができない期間を指定

することができる（以下「指定期間」という。）ようになっております。１回の指定期間は20連続取引

日以下とし、当社は割当予定先に対し、当該期間の初日から遡って３取引日前までに書面により指定期

間の通知を行います。ただし、以下の全ての条件が満たされている 場合とされています。

(i)割当予定先が保有した当社の未償還の社債が残存していない場合、及び

(ii)その時点において、株式購入保証期間（下記「④株式購入保証」に記載しております。）が設定さ

れていない場合

④株式購入保証

本買取契約において、行使期間中、当社は、(i)当社が割当予定先に対して一定の様式の書面による事

前の通知により株式購入保証期間を適用する日を指定すること、及び(ⅱ)ある株式購入保証期間の終了

日と他の株式購入保証期間の開始日の間は、少なくとも５取引日以上の間隔を空けることを条件とし

て、１回又は複数回、株式購入保証期間の適用を指定することができます。

また、株式購入保証期間において、割当予定先は、当社が当該株式購入保証期間を開始する日に先立つ

20取引日間の当社株式の１取引日当たりの東京証券取引所における普通取引の日次平均売買代金を基準
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に、下表の記載に従って行使保証金額が決定されることになっております。また、当該株式購入保証期

間内に本新株予約権を、その裁量で一回又は複数回に分けて行使するものとされます。

当社株式の１取引日当たりの東京証券取引
所における普通取引の日次平均売買代金

行使保証金額

8億円超 20億円

6億円超から8億円以下 15億円

4億円超から6億円以下 10億円

3億円以上から4億円以下 7.5億円

3億円未満 0円
 

　但し、(i)ある株式購入保証期間の初日において上表における各行使保証金額を下回る数の本新株予

約権が残存する場合には、割当予定先は、その時点で未行使の本新株予約権を行使すれば足り、(ⅱ)あ

る株式購入保証期間中に、行使期間の末日、別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄記

載の取得事由に定める取得日又は本買取契約に基づく取得請求権（※注２）による取得日のいずれかの

日（以下「早期終了日」といいます。）が到来する場合、割当予定先は早期終了日時点において上表に

おける各行使保証金額に不足する金額が生じたとしても、かかる不足額を当社に提供するいかなる義務

も負わないものとされます。

　なお、「株式購入保証期間」とは、当社が株式購入保証期間の適用を指定した日の翌適格取引日から

起算して20適格取引日の期間をいい、「適格取引日」とは、株式購入保証期間内で一定の条件を満たし

た取引日のことであり、一定の条件とは、以下の全ての事由が存在しない取引日のことをいいます。な

お、株式購入保証期間内においては、適格取引日にのみ権利行使をすることができます。

・東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の株価が、本新株予約権の下限行使価額に1.08を乗

じた額以下である場合

・東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の株価が、東京証券取引所が公表する、直前の取引

日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値から8％以上下落している場合

・当社普通株式の株式購入保証期間内における取引日の東京証券取引所における普通取引の売買代金

が、1.25億円以下である場合

・株式購入保証期間内における取引日が上記「③行使請求の拒絶（※注１）行使請求拒否権」に記載し

た割当予定先が本新株予約権を行使することができない期間に該当する場合

・株式購入保証期間内における取引日より前に割当予定先が行使していたものの、当該行使により取得

することとなる当社普通株式が、当該行使が効力を生じた日から３取引日（但し、かかる取扱いが実

務上難しい場合には、４銀行営業日後の日とします。）を超えて割当予定先に交付されていない、本

新株予約権が存在する場合

・割当予定先による行使が、制限超過行使（本新株予約権の行使をしようとする日を含む暦月において

当該行使により取得することとなる当社普通株式数が払込期日時点における上場株式数（東京証券取

引所が当該払込期日時点に公表している直近の上場株式数をいいます。払込期日後に行われた株式の

分割、併合又は無償割当てが行われた場合に公正かつ合理的に調整された上場株式数を含みます。）

の10%を超えることとなる場合における当該10％を超える部分に係る本新株予約権の行使をいいま

す。）又は私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第11条第１項本文所定の制限に該当する

場合

・本買取契約に基づく当社の表明保証のいずれかに表明保証時点において誤りがある場合又は表明保証

時点後不正確になった場合、及び

・当社が本買取契約に定める誓約事項のいずれかに違反している場合

・理由の如何を問わず、割当予定先が当社普通株式に係る借株を得られない場合（当社普通株式の貸主

から貸株の返還を求められた場合を含みますがこれに限られません。）

 
  （注２）　取得請求権

本買取契約には、①いずれかの取引日において東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値が10取引日連続して平成27年１月13日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の

50％（1,210円）（但し、上記「新株予約権の行使時の払込金額」欄第４項により行使価額が調整さ

れる場合には、当該行使価額の調整に応じて適宜に調整された行使価額の50％とするものとしま

す。）を下回った場合、②いずれかの10連続取引日間の当社普通株式の１取引日当たりの東京証券取

引所における普通取引の売買出来高が、平成27年１月14日（なお、同日は含みません。）に先立つ20

連続取引日間の当社普通株式の１取引日当たりの東京証券取引所における普通取引の平均売買出来高

である400,600株（但し、上記「新株予約権の目的となる株式の数」欄第２項乃至第４項により割当

株式数が調整される場合には、当該割当株式数の調整に応じて調整されるものとします。）の50％を

下回った場合、③割当予定先が本新株予約権の行使期間満了の１ヶ月前の時点で未行使の本新株予約

権を保有している場合、又は、④東京証券取引所における当社普通株式の普通取引が５営業日以上の

期間にわたって停止された場合には、割当予定先は、かかる事由が発生してから30営業日以内に（株

式購入保証期間中であるか否かを問いません。）、その選択により、当社に対して書面で通知するこ

とにより、本新株予約権の全部又は一部の取得を請求することができます。当社は、当該取得請求に

係る書面が到達した日の翌取引日から起算して15取引日目の日において、本新株予約権の発行価額と
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同額の金銭と引換えに、当該取得請求に係る本新株予約権の全部を取得する旨の取得請求権が定めら

れます。なお、本新株予約権の行使期間が満了した場合でも、当該取得請求に係る各本新株予約権に

ついて本条に基づき当社が割当予定先に支払うべき本発行価額相当額の支払義務は消滅又は免除され

ません。

 
[デメリット]

①当初資金調達額が限定的

新株予約権の特徴として、新株予約権者による権利行使があって初めて、本新株予約権の行使個数に応

じた割当株式数に行使価額を乗じた金額の資金調達がなされるため、本新株予約権の発行時点では、資

金調達額が限定されます。

②株価低迷時に資金調達が当初想定額を大きく下回る可能性

株価が長期的に当初行使価額を下回り、当社が行使価額を修正しない場合などでは、本新株予約権の行

使はされず、資金調達額が当初想定額を大きく下回る可能性があります。また、当社が行使価額を修正

した場合においても、株価が当初行使価額を下回る状況では資金調達額が当初想定額を下回る可能性が

あります。

③割当予定先が当社株式を市場売却した場合、当社株価が下落する可能性

割当予定先の当社株式に対する保有方針は短期保有目的であることから、割当予定先が新株予約権を行

使して取得した株式を機関投資家及び市場で売却することを前提としており、現在の当社株式の流動性

に鑑みると、割当予定先による当社株式の市場での売却により当社株価が下落する可能性があります。

④割当予定先が本新株予約権を行使せず、資金調達がなされない可能性

割当予定先に本新株予約権の行使義務が生じる場面は限られていますので、割当予定先が行使をしない

場合、資金調達額は当初想定した額を下回る可能性もあります。

⑤取得請求権により資金調達額が当初想定額を大きく下回る可能性

本新株予約権発行後、当社普通株式の株価が大幅に下落した場合又は東京証券取引所における当社普通

株式の平均売買出来高が大幅に減少した場合、割当予定先が取得請求権（注）を行使することにより、

調達額が減少する場合があります。

⑥不特定多数の投資家へのアクセスへの限界

第三者割当方式という当社と割当予定先のみの契約であるため、不特定多数の新投資家から資本調達を

募るという点において限界があります。

 
[本新株予約権のその他特徴]

本買取契約には、以下の内容が含まれます。

①　エクイティ性証券の発行

本新株予約権が残存する限り、当社は、割当予定先の事前の書面による同意がない限り、株式、新株予

約権又はこれらに転換し若しくはこれらを取得する権利が付与された証券を発行しないことに合意する

予定です。但し、i.当社の役員、従業員及び当社の子会社の役員、従業員を対象とするストック・オプ

ションを発行する場合、並びにⅱ.当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存の提携に限ら

ず、新規又は潜在的な提携を含みます。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業会社に対して

これらの証券を発行する場合（当該事業会社が金融会社又は貸金業者でなく、また、当社に対する金融

を提供することを主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限ります。）を除きます。

②　優先交渉権に関する条項

(i)本新株予約権の行使期間の満了日、(ⅱ)当該満了日以前に本新株予約権の全部の行使が完了した場

合には当該行使が完了した日、(ⅲ)当社が割当予定先の保有する本新株予約権の全部を取得した日、及

び(ⅳ)本買取契約が解約された日、のいずれか先に到来する日から６ヶ月後までの間に、当社株式の交

付と引き換えに当社に取得される証券（権利）もしくは当社に取得させることができる証券（権利）、

又は当社株式の交付を当社に請求できる新株予約権の交付と引き換えに当社に取得させることができる

証券（権利）、当社株式、又は当社株式の交付を請求できる新株予約権を当社が第三者に対し発行（当

社普通株式の発行に関しては自己株式の処分を含みます。）しようとする場合（但し、i.当社の役員及

び従業員並びに当社子会社の役員及び従業員を対象とするストック・オプションを発行する場合、及び

ⅱ.当社が他の事業会社との間で行う業務上の提携（既存の提携に限らず、新規又は潜在的な提携を含

みます。）の一環として又はこれに関連して当該他の事業会社に対してこれらの証券（権利）を発行す

る場合（当該事業会社が金融会社もしくは貸金業者でなく、また、当社に対する金融を提供することを

主たる目的として業務上の提携を行うものでもない場合に限ります）を除きます）には、当社が当該第

三者に対する新株及び新株予約権等の発行に合意する前に、割当予定先に対して、同条件にてその予定

する発行額の全部又は一部について、引受け又は購入する意図があるかどうかを確認するものとし、割

当予定先が引受け又は購入を望む場合には、当該第三者の代わりに又は当該第三者を加えて、割当予定

先に対して同条件にてかかる証券（権利）を発行することに合意する予定です。

③　解約条項

割当予定先は、(i)本買取契約が履行不能又は履行困難となるような、不可抗力とみなされる事態が生

じ又は生じる具体的なおそれがある場合、（ⅱ）国家の又は国際的な金融・財政状態、政治情勢若しく

は経済情勢又は為替レート若しくは為替管理に関して、割当予定先の合理的な意見として、本買取契約

締結日以降、本新株予約権の買取又は本新株予約権の行使、これによって取得する本株式の売却に重大

な悪影響が生じ又は生じる具体的なおそれがある場合、（ⅲ）割当予定先による本新株予約権の保有、

行使又は、これによって取得する本株式の売却が法令若しくは規則に反することとなった場合又はその
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具体的なおそれがある場合、（ⅳ）割当予定先が本買取契約に定められた前提条件のいずれかにつき、

払込期日までに合理的に満足せず、かつ、放棄もされない場合、（ⅴ）当社の表明保証に表明保証時点

において誤りがある場合、もしくは、表明保証時点以降不正確になった場合、又は誓約・合意に違反し

た場合、（ⅵ）別記「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」欄第２項に定める事由が発生した

場合、当社が本新株予約権１個当たり発行価額と同額で当該本新株予約権を15取引日以内に取得すると

ともに、当社の責めに起因して割当予定先に生じた損失を補償する旨を合意する予定です。

 
[他の資金調達方法との比較]

当社は、この度の資金調達に際して、金融機関からの借入れ、公募増資、第三者割当増資、株主割当等

の資金調達方法を検討いたしました。

　今回の資金使途のほとんどが先端医療分野における高度技術開発を伴う設備投資・製品開発等といっ

た成長分野での長期的投資です。従って、資本の調達は新規の借入れによる資金調達に比して資金使途

特性により適合するものと判断いたしました。公募増資による新株発行は、資金調達が一度に可能にな

るものの、同時に１株当たり利益の即時希薄化を伴うため、株価に対する直接的な影響が大きいと考え

ており、資金調達方法の候補からは除外しております。また、新株予約権の無償割当てによる増資であ

るライツ・オファリングについては、既存株主における希薄化の影響を限定できるメリットはあるもの

の、新株流通による需給悪化懸念などから株価が大きく乱高下するおそれがあるため、既存株主へ与え

る影響が大きくなること、コミットメント型ライツ・オファリングにおいては、引受手数料等のコスト

が増大することが予想されること、ノンコミットメント型ライツ・オファリングにおいては、行使率及

びその結果としての資金調達額が不透明であることといったデメリットがあるため、同様に資金調達方

法の候補から除外しております。第三者割当方式での新株式の発行では、短期間で当社の求める資金調

達時期に当社の求める株価水準で割当先となる適切な投資家を見つけることが困難であると判断してお

ります。

また、株主割当方式での新株式の発行では、希薄化懸念は払拭されますが、割当先である既存投資家の

参加率が不透明であることから、十分な額の資金を調達できるかどうかが不透明であり、資金調達方法

として適当でないと判断いたしました。さらに、行使価額が固定されたままの新株予約権は、株価上昇

時にその上昇メリットを当社が享受できず、一方で株価下落時には行使が進まず資金調達が困難となり

ます。したがって、当社といたしましては株価水準に応じた段階的な資金調達が可能であるため、上記

特徴を有する本新株予約権の発行という方法を資金調達方法として選択いたしました。行使価額修正条

項のディスカウント率は、本新株予約権の行使の促進による資金調達が当社の業績及び財務にとって重

要となることから、近時の同種事例等も参考に、割当予定先との協議を踏まえ８％といたしました。

 なお、当社は、上記の通り、マッコーリー・バンク・リミテッドに対して本新株予約権の発行に先行し

社債買取契約を締結し本社債を発行することを予定しております。本新株予約権の行使による資金調達

ができなくなる又は当初想定額を下回る可能性があるため、本社債を発行することにより、本新株予約

権の行使を待たずに一定の金額の資金調達がアップフロントで可能となることから、本新株予約権の発

行と同時に決議をいたしました。なお、本社債で調達した資金は、資金使途の一部に充当することを予

定しております。また、本社債未償還額が残存し、本新株予約権の行使が進まずに本社債の償還を求め

られた場合には、手元資金によって償還する可能性があります。

２．本新株予約権に表示された権利の行使に関する事項について割当予定先との間で締結する予定の取決め内容

　当社が割当予定先との間で、金融商品取引法に基づく届出の効力発生後に締結する本買取契約には、上記

「（注）１．本新株予約権（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の発行により資金調達をしようと

する理由（４）資金調達方法の特徴」に記載した内容が含まれます。

 
３．当社の株券の売買について割当予定先との間で締結する予定の取決めの内容

該当事項はありません。

４．当社の株券の貸借に関する事項について割当予定先と当社の特別利害関係者等との間で締結される予定の取

決めの内容

　割当予定先と当社の代表取締役社長である森豊隆との間で、平成 27 年１月30日から平成29 年１月30日

までの期間において当社普通株式100,000 株を借り受ける株式貸借契約を締結する予定です。

　割当予定先は、割当予定先が本新株予約権の行使により取得することとなる当社普通株式の数量の範囲内

で行う売付け以外を目的として、当社普通株式の借株は行いません。

５．その他投資者の保護を図るため必要な事項

該当事項はありません。

６．本新株予約権の行使請求の方法

(1) 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、別記「新株予約権の行使期間」欄記載の本新株予約

権を行使することができる期間中に別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄第1項に記載を宛先として、行使請求に必要な事項をFAX、電子メール又は当社及び当該行使請求を

行う本新株予約権者が合意する方法により通知するものとする。

(2) 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、前号の行使請求書の提出に加えて、本新株予約権の

行使に際して出資の目的とされる金銭の全額を現金にて別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場

所及び払込取扱場所」欄第３項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込むものとする。。

(3) 本新株予約権の行使の効力は、行使請求に要する書類が別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場

所及び払込取扱場所」欄第１項に定める行使請求受付場所に到着し、かつ当該本新株予約権の行使に際し
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て出資の目的とされる金銭の全額が別記「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場

所」欄第３項に定める払込取扱場所の口座に入金された日に発生する。

７．新株予約権証券の発行

[当社は、本新株予約権に係る証券を発行しない。]

 

(3) 【新株予約権証券の引受け】

該当事項はありません。
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２ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額 (円) 発行諸費用の概算額 (円) 差引手取概算額 (円)

5,137,545,000円 7,000,000円 5,130,545,000円
 

(注) １．上記払込金額の総額は、新株予約権の払込金額の総額（55,545,000円）に新株予約権の行使に際して払い込

むべき金額の合計額（5,082,000,000円）を合算した金額であります。

２．発行諸費用の概算額には、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」といいます。）は含まれておりませ

ん。

３．発行諸費用の概算額は、登録免許税等1,000千円、弁護士費用（本件スキームに関する法的助言、開示資料

等のリーガルチェック他）3,000千円、新株予約権の公正価値算定費用1,500千円、開示資料作成アシスト費

用1,500千円からなります。

４．払込金額の総額は、すべての新株予約権が当初の行使価額で行使されたと仮定して算出された金額です。行

使価額が修正された場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は増加又は減少します。また、本新株予

約権の行使期間内に行使が行われない場合、新株予約権者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新

株予約権を消却した場合には、払込金額の総額及び差引手取概算額は減少いたします。

 

(2) 【手取金の使途】

①　調達する資金の具体的な使途

 

具体的な使途
金額
(百万円)

支出予定期間

ⅰ. 本社債償還資金
（参考：本社債の資金使途）
先端医療
 iPS細胞等作製のためのGMPベクター製造設備
 の建設

500

（本社債償還資金の支出時期）
平成27年２月～平成29年２月
(本社債の資金支出時期）
平成27年４月～平成30年３月

ⅱ．再生医療・細胞治療等向け研究開発及び製
造施設の建設並びに再生医療・細胞治療等
製品の開発

2,700 平成27年４月～平成30年３月

ⅲ．遺伝子医薬品等の臨床試験推進 1,330 平成27年４月～平成30年３月

全般
ⅳ．事業推進人材の確保

100 平成27年４月～平成30年３月

ⅴ．Ｍ＆Ａ資金 500 平成27年４月～平成30年３月

 

(注)　本新株予約権による資金調達により調達した資金を実際に支出するまでは、当社銀行口座において管理

いたします。

 

i. 本社債償還資金

本新株予約権の行使により調達した資金については、を社債未償還額が残存する限り、本社債の償還資金と

して使用いたします。本社債500百万円（詳細は下記第三部 参照情報 第２参照書類の補完情報 記載の２ 主要

な設備の状況 (1) 重要な設備の新設等を参照）は平成27年4月以降、前述のiPS細胞等作製のためのGMPベク

ター製造設備の建設資金に優先して充当いたします。また、資金の使用時期等については、その時点の当社を

取り巻く事業環境や業務上の必要性を勘案し、適切に判断していく予定であります。また、本社債未償還額が

残存し、本新株予約権の行使が進まずに本社債の償還を求められた場合には、手元資金によって償還する可能

性があります。

　（参考：本社債の資金使途）

　iPS細胞（※１）等作製のためのGMP（※２）ベクター製造設備の建設

　当社が平成26年9月30日付「当社子会社による臨床用 iPS 細胞作製技術の大日本住友製薬株式会社への特許

実施許諾契約に関するお知らせ」において公表しているとおり、当社の連結子会社であるディナベックは大日

本住友製薬に対して、眼疾患領域および神経系疾患領域において、ディナベックが所有するセンダイウイルス

ベクター（※３）を用いた核初期化法によりヒト再生医療用途の臨床用 iPS 細胞を作製する技術を用いた臨床

用 iPS 細胞および分化させた細胞の作製、研究開発、製造、販売等を行う実施権を許諾するとともに、大日本

住友製薬に GMP ベクターを作製し提供しています。これを端緒として今後は再生医療等を目的とする細胞作製
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に必要とされるGMPベクターをより広く提供してゆくため向こう５ヶ年で約900百万円の支出を想定しており、

今回調達する資金のうち約500百万円 （詳細は下記第三部 参照情報 第２参照書類の補完情報 記載の２ 主要

な設備の状況(1) 重要な設備の新設等を参照）を当該GMP ベクターを作製する施設の製造エリア整備・機器調

達等に充当する予定であります。

　

※１．iPS細胞

Induced Pluripotent Stem Cell（人工多能性幹細胞）のことであり、体細胞に特定の遺伝子を導入する

ことにより樹立される、ヒト等の動物のあらゆる組織、細胞に分化する能力を持つ幹細胞のことです。

　

※２．GMP

Good Manufacturing Practice のことで、医薬品や医療機器の安全性を確保するために、製造設備とそ

の管理、品質管理、製造管理について製造業者が守らなくてはならないことを明確にした基準のことで

す。厚生労働省による省令によりその基準が示されております。

　

※３．センダイウイルスベクター

ベクターとは治療用の遺伝子を特定の臓器・組織に運搬し、効果的に標的細胞内へ導入する働きを持つ

物質のことです。その中でも、ディナベックが独自に開発した「センダイウイルスベクター」は、従来

のベクターとは全く概念が異なる RNA を骨格とするもので、臨床研究や動物実験を通じ安全性の高さが

確認されている他、遺伝子医薬品やバイオ製品分野での利用に高い信頼性と実績を有しております。

 
ⅱ．再生医療・細胞治療等向け研究開発及び製造施設の建設並びに再生医療・細胞治療等製品の開発

　当社の連結子会社であるディナベックは、研究開発を通じて、免疫細胞治療に関する様々な治療技術及び患

者様から取得した樹状細胞を増幅する技術を保有しておりますが、これらの技術を用いた再生医療・細胞治療

等向けの研究開発及び製造や製品開発を目的とする施設の建設を計画しています。これは自社製品の加工・製

造のみならず、今般の「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」および「再生

医療等の安全性の確保等に関する法律」の施行を背景として、医療機関や研究機関等が再生医療・細胞治療に

用いる医療用細胞の加工・培養・保存等を受託するサービスを提供する施設を想定しています。また当社が独

自に権利を有する再生医療等製品の研究開発・製品開発を行います。これらに向こう５ヶ年で約3,050百万円の

支出を想定しており、今回調達する資金のうち2,700百万円をこれに充当する予定であります。

 
ⅲ．遺伝子医薬品等の臨床試験推進

　遺伝子治療において、遺伝子医薬品等の臨床試験を推進します。虚血肢治療製剤について既に非臨床試験段

階で有意な結果が得られており、これをもとにして当社グループの海外ネットワークを活用した国際共同開発

を進めます。さらにはエイズ予防ワクチンについて、このほど終了した第Ⅰ相臨床試験の結果を受けて、次ス

テップの開発を進めていくために現時点で向こう5ヶ年では約1,450百万円の支出を想定しておりますが、今回

調達する資金のうち1,330百万円を充当する予定であります。

 
ⅳ．事業推進人材の確保

　当社グループは、Ｍ＆Ａを通じ事業ポートフォリオの見直しを行っており、経営資源を新薬の開発支援事業

であるＳＭＯ事業に集中させつつ、新たにＣＲＯ事業分野の拡大を図っております。国内における既存体制を

軸に事業領域の拡大を進めつつ、新たな取り組みとして、アジア・オセアニア地域における海外企業との提携

を基に事業活動を海外へも展開し、臨床研究及び臨床試験の促進ならびにグローバル標準化への対応を強化し

ております。さらには企業買収を通じて先端医療事業へも参入しております。

　そうした中、当社グループの事業を推進していく上で貴重な財産である人材につきまして、その確保及び育

成を強化することを目的として、今回調達する資金のうち100百万円を充当する予定であります。具体的には、

ＳＭＯ事業並びにＣＲＯ事業分野において海外展開を推進する人材や先端医療事業において遺伝子工学・分子

生物学等分野の高度な研究開発を推進しうる人材並びに全事業を通じて事業開発を推進する人材などを想定し

ております。
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ⅴ．Ｍ＆Ａ資金

　当社グループは、これまでＳＭＯ事業におけるＭ＆Ａを積極的に展開しており、今後もＳＭＯ事業会社のプ

ロジェクト、プロセス、リソースを統一しマネジメントすることで規模の拡大を図ってまいります。ＳＭＯ業

界では各地域の臨床試験施設に密着した小規模のＳＭＯ企業が多く存在します。当社グループは各地域におい

て顧客のその時々のニーズに合わせた臨床試験施設の確保を短期間に実現するために、各地域で臨床試験施設

に対して優良なサービスを提供する企業をこれまでにも数千万円から数億円規模で買収してまいりました。現

時点で特定の案件を検討しておりませんが、スピード感を持った案件取組みが必須であること、またＭ＆Ａ 案

件が成約するタイミングが不確実であることを鑑み、資金が必要な時に支払いが出来ないという機会損失発生

リスクを避けるため、今回の資金調達にて先行して資金を確保する必要があると判断し、今回の調達する資金

のうち上述の通り過去実績を踏まえまして複数企業の買収を想定して500百万円を充当する予定であります。な

お 、Ｍ＆Ａに資金を充当しなかった場合には、上記ⅱ.再生医療・細胞治療等向け研究開発・製造施設の建設

並びに製品開発資金に約350百万円、ⅲ.遺伝子医薬品等の臨床試験推進に約120百万円、iPS細胞等作製のため

のGMPベクター製造設備の建設に約30百万円を充当いたします。

 
　また、資金調達額の減額となった場合には、前述のi.本社債償還資金、ⅱ.再生医療・細胞治療等向け研究開

発・製造施設の建設並びに製品開発資金、ⅲ.遺伝子医薬品等の臨床試験推進、iv.事業推進人材の確保、v.Ｍ＆

Ａ資金の順番にて資金の充当を優先する予定でおります

 
②　資金使途の合理性に関する考え方

　今回の本新株予約権の発行により調達する資金は、上記「①調達する資金の具体的な使途」に記載の使途に充

当していくことで、当社の今後の収益の向上に寄与するものであり、合理的であると判断しております。

　なお、調達する資金のうち、本新株予約権の行使による調達額（5,082,000,000円）につきましては、本新株予

約権の行使価額が修正された場合、本新株予約権が行使されない場合又は本新株予約権を消却した場合には、当

初計画通りに資金調達ができない可能性があります。その場合には、資金使途に係る資金調達を別途検討するこ

とにより対応する予定であります。
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第２ 【売出要項】

　

該当事項はありません。

 
【募集又は売出しに関する特別記載事項】

 

　当社は、第三者割当による本新株予約権の発行の他、平成27年1月14日付取締役会にて、第１回無担保社債の発行を

下記の通り、決議いたしております。

　

１　発行の概要

（本社債の概要）

1. 名称 株式会社アイロムホールディングス　第１回無担保社債

2． 社債の総額 金500,000,000円

3. 各社債の金額 金12,500,000円

4. 払込期日 平成27年２月２日

5． 償還期日 平成29年１月30日

6. 利率 年3.0％

7. 発行価額 額面100円につき金100円

8. 償還価額 額面100円につき金100円

9. 償還方法 満期一括償還

但し、本社債権者は、遅くとも５営業日前までの通知をもって、本

社債の全部又は一部及び償還日までに発生する利息を加算した金額

を期限前に償還することを、当社に対して請求することが可能で

す。そのため、マッコーリー・バンク・リミテッドが本新株予約権

を行使するのと同時に、社債未償還額が残存する限り、その償還に

は新株予約権行使代金を優先して充当いたします。また当社から

も、遅くとも５営業日前までの通知をもって、本社債の全部又は一

部及び償還日までに発生する利息を加算した金額を期限前に償還す

ることを請求することができます。

10. 利払方法 年４回

11. 総額引受人 マッコーリー・バンク・リミテッド
 

 
２　発行の理由

　当社は本新株予約権の発行と同時に、割当予定先に対して、（i）本社債発行日又はそれ以前に（ただし、本社債

発行日（同日は除く。）に先立つ10営業日以内でなければならない。） 本新株予約権の目的である株式の総数に本

新株予約権の下限行使価額の125%を乗じた金額が500,000,000円を超えること、（ⅱ）当社株式の東京証券取引所の

普通取引における終値が本社債発行日直前の10取引日連続で本新株予約権の下限行使価額の125%（1,815円）を上

回っていること、（ⅲ）本社債発行日直前の10連続取引日の間の本株式の東証での普通取引の日次売買代金の平均

が1日当たり500,000,000円を上回っていること（ⅳ）本新株予約権に関して、本新株予約権発行要項又は本新株予

約権買取契約に定められる以外の本買取人の行使を制限する事由が何ら存在しないこと等の一定の前提条件の充足

を条件として、上記１ 発行の概要に記載の内容にて総額５億円の本社債を発行することを決議しております。本新

株予約権は、将来の当社の株価の動向次第では行使がされない場合もあり、その場合は本新株予約権の行使による

資金調達ができなくなる又は当初想定額を下回る可能性があるため、本社債を発行することにより、本新株予約権

の行使を待たずに一定の金額の資金調達がアップフロントで可能となることから、本新株予約権の発行と同時に決

議をいたしました。なお、本社債で調達した資金は、資金使途の一部に充当することを予定しております。

　また、当社と本社債の社債権者との間で締結される予定の社債買取契約（以下「社債買取契約」といいます。）

において、本社債権者は、5営業日前の通知により、本社債の元本の全部又は一部の期限前償還を求めることができ

るとされています。また、当社についても、本社債発行日以降に、本社債権者に対し、遅くとも5営業日前までの通

知をもって、通知に定められている期日前償還日に全部又は一部の本社債の額面に直前の利息支払日（同日を含み

ません。）から当該償還日までに発生する利息を加算した金額を期日前に償還することを請求することができると

されています。
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 当社は、本新株予約権が行使された場合には、社債未償還額が残存する限り、本新株予約権の行使金額は本社債の

償還資金として使用いたします。また、本社債未償還額が残存し、本新株予約権の行使が進まずに本社債の期日前

償還を求められた場合には、手元資金によって償還する可能性があります。
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第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

１ 【割当予定先の状況】
 

ａ．割当予定先の概要 名称
 

マッコーリー・バンク・リミテッド
（Macquarie Bank Limited）

本店の所在地 Level 6,50 Martin Place, Sydney NSW 2000, Australia

国内の主たる事務所の
責任者の氏名及び連絡
先

該当事項はありません。

代表者の役職及び氏名
 

会長 H.K マッキャン （H.K McCann）
CEO G.C. ワード（G.C. Ward）

資本金 A$8,157 million（平成26年３月31日現在）

事業の内容 商業銀行

主たる出資者及びその
出資比率

Macquarie B.H. Pty Ltd, 100％
 

ｂ．提出者と割当予定

先との間の関係
出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。
 

　

ｃ．割当予定先の選定理由

　上記資金調達の目的に記載の事業計画を迅速に実行するためには、当該目的の実現に十分な額の事業資金につ

き、機動的で、かつ既存株主の利益を十分に配慮した資金調達手段を確保することが必要です。

　経営基盤の安定及び業容拡大が必要不可欠であるという当社が置かれた状況を勘案致しますと、これらに要する

資金を機動的に調達できる手段としては、第三者割当の方法が最善の手段であると判断し、割当先を選定するため

複数の投資家と交渉してまいりました。

　その中で、投資会社より割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドの紹介を受け、当社の資金調達及

び資本増強手段として、当社に本新株予約権の発行を提案してまいりました。

　なお、割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッド（Level 6,50 Martin Place, Sydney NSW2000,

Australia　会長 H.K.マッキャン （H.K McCann））はマッコーリー・グループ・リミテッド（オーストラリア証券

取引所（ＡＳＸ）に上場）の完全子会社であります。当社はマッコーリー・バンク・リミテッドの担当者との面談

を通じて、当社の資金需要等の説明を行い、協議を重ねた結果、世界各地に拠点を構えグローバルに業務を展開し

ており、平成22年8月から平成26年11月までの期間において日本国内の上場会社16社に対して投資実績のある割当予

定先の投資意欲と当社の資金需要が合致したことから、当社の事業戦略、資金需要の必要性及び時期等をご理解い

ただいたうえで、今回の資金調達への支援につき割当予定先との間で交渉を行うこととなりました。資金調達に関

しては、当社役員が種々の会社からご提案をいただいておりましたが、割当予定先の担当者と協議を進め検討した

結果、割当予定先の株式を100％所有するマッコーリー・ビーエイチ・ピーティーワイ・リミテッドの所有者である

マッコーリー・グループ・リミテッドは、同社のホームページによると、1969年の創業以来40年以上にわたり、銀

行業務、資金調達、Ｍ＆Ａアドバイザリー、投資業務、資金運用などの各種金融サービスを世界28ヵ国で展開し、

世界で上位50社に数えられる資金運用機関として13,600名を超える社員を有するマッコーリー・グループの持株会

社としてオーストラリア証券取引所（ＡＳＸ）に上場しており、オーストラリアの大手金融機関であり社会的な信

頼が大きいこと、また割当予定先が日本において既に多くの投資実績（平成22年8月から平成26年11月までの期間に

おいて日本国内の上場会社16社に対する投資実績）を残しており、本件に関する豊富なノウハウを持ち合わせてい

ることから、マッコーリー・バンク・リミテッドを割当予定先として選定するに至りました。

 
ｄ．割り当てようとする株式の数

　マッコーリー・バンク・リミテッドに割り当てる本新株予約権の目的である株式の総数は[2,100,000]株でありま

す。
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ｅ．株券等の保有方針

　本新株予約権について、当社と割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドとの間で、継続保有及び預

託に関する取り決めはありません。また、本新株予約権の譲渡には当社の取締役会による承認が必要です。

　なお、当社役員と割当予定先の担当者との協議において、割当予定先が本新株予約権の行使により取得する当社

株式について、適宜判断の上、比較的短期間で売却を目標とするものの、運用に際しては市場への影響を常に留意

する方針であることを確認しております。

　また、当社と割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドは、東京証券取引所の定める有価証券上場規

程第434条第１項及び同施行規則第436条第１項乃至第５項、並びに日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の

取扱いに関する規則」第13条の定めに基づき、原則として、単一暦月中に割当予定先が本新株予約権を行使するこ

とにより取得する株式数が、本新株予約権の払込日時点における上場株式数の10％を超える部分に係る転換又は行

使（以下「制限超過行使」といいます。）を制限する旨を本買取契約にて規定する予定です。

具体的には、①割当予定先が制限超過行使を行わないこと、②割当予定先が本新株予約権を行使する場合、あらか

じめ、当社に対し、本新株予約権の行使が制限超過行使に該当しないかについて確認を行うこと、③割当予定先が

本新株予約権を転売する場合には、あらかじめ、転売先となる者に対し、当社との間で前記①及び②に定める事項

と同様の内容を約させること、④割当予定先は、転売先となる者がさらに第三者に転売する場合も、あらかじめ当

該第三者に対し当社との間で前記①及び②に定める事項と同様の内容を約させること、⑤当社は割当予定先による

制限超過行使を行わせないこと、⑥当社は、割当予定先からの転売先となる者（転売先となる者から転売を受ける

第三者を含む。）との間で、当社と割当予定先が合意する制限超過行使の制限と同様の合意を行うこと等の内容に

ついて、本買取契約により合意します。

 
ｆ．払込みに要する資金等の状況

　当社は割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドに対し、最近3年間の経営成績及び財政状態について

平成23年（2011年）度から平成25年（2013年）度のアニュアルレポート（豪州の平成13年（2001年）会社法（英

名：Corporations Act 2001）に基づく資料であり、平成26年3月31日現在の現金及び現金同等物はＡ

$10,657million（円換算額：1,014,439百万円）、参照為替レート：95.19円（平成26年3月31日時点））を確認して

おり、払込み及び本新株予約権の行使に要する財産の存在について確実なものと判断しております。

 
ｇ．割当予定先の実態

　割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドは、マッコーリー・ビーエイチ・ピーティーワイ・リミ

テッドの100％子会社であり、マッコーリー・ビーエイチ・ピーティーワイ・リミテッドは、オーストラリア証券取

引所 (ASX） に上場し、オーストラリアの銀行規制機関であるオーストラリア健全性規制庁APRA（Australian

Prudential Regulation Authority）の監督及び規制を受けておりますマッコーリー・グループ・リミテッドの

100％子会社であります。また、マッコーリー・グループは、金融行動監視機構（Financial Conduct Authority）

及びプルーデンス規制機構（Prudential Regulation Authority）の規制を受ける英国の銀行であるマッコーリー・

バンク・インターナショナルも傘下においております。日本においては、割当予定先の関連会社であるマッコー

リーキャピタル証券会社が第一種金融商品取引業の登録を受け、金融庁の監督及び規制を受けております。以上の

ような、割当予定先の属するグループが諸外国の監督及び規制のもとにある事実について、当社は割当予定先の担

当者との面談によるヒヤリング及びAPRAホームページ、割当予定先のアニュアルレポート等で確認しております。

以上から、割当予定先並びにその役員及び主要株主が反社会的勢力とは関係がないものと判断しており、その旨の

確認書を東京証券取引所に提出しております。

 

２ 【株券等の譲渡制限】

　本新株予約権の譲渡の際には当社取締役会の承認が必要であります。

 

３ 【発行条件に関する事項】

(1) 払込金額の算定根拠及びその具体的内容

　本新株予約権の発行価額は、第三者機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社（東京都千代田区

永田町一丁目11番28号、代表取締役　能勢 元）に公正価値の算定を依頼した上で決定しております。

　本新株予約権の発行価額の公正価値の算定については、本新株予約権の発行決議に先立つ当社普通株式の株価の

推移、当社普通株式の株価変動性（ボラティリティ）、本新株予約権の発行要項に定められた諸条件を考慮し、ス
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トック・オプション等に関する会計基準の適用指針でも参照されている離散型時間モデルの一つであるモンテカル

ロ・シミュレーションによる算定方法を採用しました。

　当該第三者機関は、基準となる当社株価2,420円（平成27年１月13日の終値）、権利行使価額2,420円、ボラティ

リティ82.24％（平成24年12月から平成26年12月の月次株価を利用し年率換算して算出）、権利行使期間２年、リス

クフリーレート-0.028％（評価基準日における中期国債レート）、配当率0.00％、当社による取得条項、新株予約

権の行使に伴う株式の希薄化、当社普通株式の流動性、当社の信用リスク等を参考に公正価値評価を実施し、本新

株予約権１個につき2,645円（１株当たり26.45円。基準となる当社株価の1.093％）との結果を得ております。

　また、本新株予約権の当初行使価額については、本新株予約権発行に係る取締役会決議日の直前営業日の東京証

券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の100％相当額である 2,420円といたしました。また、その後の行

使価額については、本新株予約権の各行使請求の効力発生日の直前取引日の当社普通株式の普通取引の終値の 92％

に相当する金額に修正されるものの、その価額は下限行使価額である1,452円を下回ることはありません。

 

以下、モンテカルロ・シミュレーションによる算定の前提となる各条件について記載致します。

ⅰ．割当先の権利行使については、モンテカルロ・シミュレーションによる算定の前提として、行使期間最終

日（平成29年１月30日）に時価が行使価額以上である場合には残存する本新株予約権の全てを行使するも

のと仮定しております。行使期間中においては、最小二乗法を組み合わせたモンテカルロ・シミュレー

ションに基づき行使タイミングを計算しております。具体的には、新株予約権を行使した場合の行使価値

と、継続して保有した場合の継続価値を比較し、継続価値よりも行使価値が高いと判断された時に割当予

定先が新株予約権を行使することを仮定しております。

 

ⅱ．行使価額修正条項については、割当予定先が合理的に行動することを前提とし、割当予定先が保有する新

株予約権の行使を行った場合には、その都度行使価額の修正が行われると仮定しております。
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ⅲ．割当予定先からの取得請求について、当社株価が発動条件である①10取引日連続して当初行使価額の50％

を下回った場合、②10取引日間の当社株式の１取引日当たりの平均売買出来高が、平成27年１月14日に先

立つ20連続取引日間の平均売買出来高の50％を下回った場合、③本新株予約権の行使期間満了の１ヶ月前

の時点で割当予定先が本新株予約権を保有している場合、又は④当社株式の普通取引が東京証券取引所に

おいて５営業日以上の期間にわたって停止された場合のいずれかの条件に合致した場合、割当予定先が残

存する新株予約権を当社に請求することを仮定しております。

 

ⅳ.行使請求拒否権については、企業価値最大化の観点から代替的な資金調達が可能となる場合において行使さ

れるものと仮定しております。

 

ⅴ.株式購入保証については、当社が株式購入保証期間を指定するタイミングが不確定であることから仮定して

お りません。

 
ⅵ．取得条項があることは、割当先にとっては、株価上昇に伴い新株予約権の価値が上昇しているにも関わら

ず発行体の任意による新株予約権の取得及びその消却が行われると、投資的・経済的な観点からはデメ

リットといえます。よって、取得条項があることは本新株予約権の価値を減価する要因の一つとなりま

す。当社の取得条項は、当社取締役会が別途定める日（本ⅱにおいて、以下、「取得日」といいます。）

の15取引日前までに本新株予約権者に対する通知を行うことにより、当該取得日において本新株予約権１

個につき金2,645円で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得することができることと

しており、取得条項が発動された場合、割当先がすべての本新株予約権を行使するものと仮定しておりま

す。

   　具体的には、代替資金調達コストは 57.87％（修正 CAPM により算定した株主資本コスト 4.99％に当社

の推定した信用コスト分52.88％を加えた数値）としており、取得条項を発動する株価水準は行使価額に代

替資金調達コストを加えた金額としており、本新株予約権については、3,821円としております。

   　これは、株価が当該価額を超えた場合、本新株予約権による資金調達よりも代替の資金調達の方が、調

達コストが安価となり、企業が株主価値の最大化のため取得条項を発動することが合理的と考えられるた

めです。

 

ⅶ．株式の流動性については、全量行使で取得した株式を1営業日あたり3,936株（最近２年間の日次売買高の

中央値である39,360]株の10％）ずつ売却できる前提を置いております。日次売買高の10%という数値につ

きましては、「有価証券の取引等の規制に関する内閣府令」の100％ルール（自己株式の買付けに伴う相場

操縦等により市場の公正性・健全性が損なわれないよう、取引高を売買高の100%を上限とする規制）を参

照し、市場環境への影響を鑑みて取引上限高である100%のうち平均してその10%～20%程度の自己株式の取

引が市場でなされると想定し、その水準の取引高は市場価格への影響が軽微であること、また新株予約権

の評価を行う一般的な算定機関において通常利用している数値でもあることから日次売買高の10%という数

値を採用したことは妥当であると考えております。

 

　当社は、上記のような検討を得て、第三者機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社から得た新

株予約権の発行価額の公正価値の算定を参考にして、本新株予約権の公正価値（1個当り2,645円）と本新株予約権

の払込金額（1個当り2,645円）を比較し、本新株予約権の払込金額が本新株予約権の公正価値を大きく下回る水準

ではなく、本新株予約権の発行が特に有利な条件に該当しないと判断いたしました。

 

　なお、当社監査役全員から、当社が本新株予約権の公正価値評価を外部の当社と現在取引関係のない独立した専

門会社である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社を起用して取得した算定評価に基づき、本新株予約権

の発行価額が算定された本新株予約権の公正価値評価額（2,645円）と同額として決定されていることから、割当予

定先に特に有利な金額ではないと考えられ、有利発行には該当せず適法である旨の意見を得ております。

 

(2) 発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

　本新株予約権が全て行使された場合に発行される当社の普通株式の数2,100,000株であり、議決権の数は21,000個

であります。よって、全ての本新株予約権が行使された場合の本資金調達による希薄化率は、平成27年１月14日現
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在の当社普通株式の発行済株式総数10,203,665株に対し20.58％（平成27年１月14日現在の議決権総数98,561個に対

し21.30％）となっております。

　また、本新株予約権が全て行使された場合に発行される当社の普通株式の数2,100,000株に対し、当社過去6ヶ月

間における1日当たり平均出来高は484,243株であります。したがって、市場で売却することによる流通市場への影

響は、行使期間である２年間（年間取引日数：245日／年営業日で計算）で行使して希薄化規模が最大化になった場

合、1日当たりの売却数量は4,285株となり、上記1日当たりの平均出来高の0.88％となるため、株価に与える影響は

限定的かつ、消化可能なものと考えております。

　したがって、当社といたしましては、今回の第三者割当による新株予約権の募集は、当社の企業価値及び株式価

値の向上を図るためには必要不可欠な規模及び数量であると考えております。

　なお、将来何らかの事由により資金調達の必要性が薄れた場合、又は本新株予約権より有利な資金調達方法が利

用可能となった場合には、当社の判断により、残存する新株予約権を取得できる条項を付することで、必要以上の

希薄化が進行しないように配慮しております。

 

４ 【大規模な第三者割当に関する事項】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アイロムホールディングス(E05352)

有価証券届出書（参照方式）

22/26



 

５ 【第三者割当後の大株主の状況】
 

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
総議決権数に
対する所有議
決権数の割合

割当後の
所有株式数(株)

割当後の総議決権
数に対する所有
議決権数の割合

森　豊隆 東京都港区 4,754,250 48.24％ 4,754,250 39.76％

マッコーリー・バンク・
リミテッド

Level 6, 50 Martin
Place, Sydney NSW 2000,
Australia

－ － 2,100,000 17.56％

森　利恵 東京都港区 825,000 8.37％ 825,000 6.90％

長谷川　護 東京都中野区 194,251 1.97％ 194,251 1.62％

小林　令明 東京都文京区 117,100 1.19％ 117,100 0.98％

森　龍介 東京都港区 75,000 0.76％ 75,000 0.63％

山路　孟 大阪府東大阪市 66,000 0.67％ 66,000 0.55％

脊尾　昌壮 千葉県千葉市花見川区 57,880 0.59％ 57,880 0.48％

背尾　林二郎 千葉県千葉市花見川区 56,720 0.58％ 56,720 0.47％

バンク　オブ　ニュー
ヨーク　ジーシーエム　
クライアント　アカウン
ト　ジェイピーアール
ディ　アイエスジー（エ
フ イ ー - エ イ
シー）　　　　　　　　
（常任代理人　株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧ
Ｈ　ＣＯＵＲＴ　133 　Ｆ
ＬＥＥＴ　ＳＴＲＥＥＴ　
ＬＯＮＤＯＮ 　ＥＣ4Ａ2Ｂ
Ｂ　ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮ
ＧＤＯＭ
（東京都千代田区丸の内2-
7-1）
 

56,120 0.57％ 56,120 0.47％

日本トラスティ・サービ
ス信託銀行㈱（信託口
５）

東京都中央区晴海1-8-11 49,000 0.50％ 49,000 0.41％

計 ― 6,251,321 63.42％ 8,351,321 69.85％
 

(注) １．割当前の「所有株式数」及び「総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成26年９月30日現在の株主

名簿に基づき記載しております。

２「割当後の所有株式数」及び「割当後の総議決権数に対する所有議決権数の割合」は、平成27年１月14日現在

の総議決権数98,561個に、本新株予約権が全て行使された場合において発行される株式に係る議決権の数

21,000個を加えて算定しております。

３．割当予定先であるマッコーリー・バンク・リミテッドの割当後の総議決権数に対する所有議決権数は、本新

株予約権を全て行使した上で取得する当該株式を全て保有したと仮定した場合の数となります。本新株予約

権の行使後の当社株式に関する割当予定先の保有方針は、純投資であり、長期間保有する意思を表明してお

りません。なお、独占禁止法第11条にて、銀行業を営む会社は、原則他の事業会社（保険会社を除きま

す。）の発行済株式数の５％を超えて保有することはできない旨定められておりますので、割当予定先は、

原則として当社発行済株式の５％を超えて保有することはできず、よって、原則として割当予定先が一度の

行使請求によって当社発行済株式の５％を超える株式を取得することもありません。

 

６ 【大規模な第三者割当の必要性】

該当事項はありません。

 

７ 【株式併合等の予定の有無及び内容】

該当事項はありません。

 

８ 【その他参考になる事項】

該当事項はありません。

 

第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

該当事項はありません。

 

第三部 【参照情報】

 

第１ 【参照書類】

 

会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参

照してください。

 

１ 【有価証券報告書及びその添付書類】

事業年度第17期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）　平成26年６月27日関東財務局長に提出

 

２ 【四半期報告書又は半期報告書】

事業年度第18期第１四半期（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）　平成26年８月14日関東財務局長に

提出

事業年度第18期第２四半期（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）　平成26年11月14日関東財務局長に

提出

 

３ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成27年１月14日）までに、金融商品取引法金融商品取引

法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づく臨時報告書を平成26

年７月２日に関東財務局長に提出

　

４ 【臨時報告書】

１の有価証券報告書提出後、本有価証券届出書提出日（平成27年１月14日）までに、金融商品取引法第24条の５第

４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２に基づく臨時報告書を平成27年１月14日に関

東財務局長に提出
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第２ 【参照書類の補完情報】

 

以下「２　設備の新設、除却等の計画　(1) 重要な設備の新設等」の内容は、上記に掲げた参照書類としての有価

証券報告書（第17期事業年度）の「第一部 企業情報　第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画　(1) 重要

な設備の新設等」に記載内容から変更が生じたため、本有価証券届出書提出日（平成27年1月14日）現在における内容

を記載しております。

また、当該有価証券報告書等に記載されている将来に関する事項については、本有価証券届出書提出日（平成27年

１月14日）現在においても変更の必要はないものと判断しております。

 

２ ［主要な設備の状況］

(1) 重要な設備の新設等

当社における平成27年4月以降の設備投資計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

　　　　　投資予定額

資金調達方法総額
（百万円）

 

既支払額
（百万円）

 

株式会社アイ
ロムホール
ディングス

本店
（東京都千代
田区富士見二
丁目14番37
号）
 

新規事業

機械設備他 500 －
社債による調
達

機械設備他 1,500 －
新株予約権に
よる調達

 

（注）金額に消費税等は含まれておりません。

 

第３ 【参照書類を縦覧に供している場所】

 

株式会社アイロムホールディングス　本店

（東京都千代田区富士見二丁目14番37号）

 
株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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第四部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第五部 【特別情報】

 

該当事項はありません。
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